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〇新市建設計画新旧対照表                                       資 料 

 改  正  案 現   行 

●P7 

第１章 序論 

３ 計画作成の方針 

（３）計画の期間 

    本計画の期間は、合併年度及びこれに続く２０年度間(令和７ 

年度まで)とします。 

 

●P11 

第２章 新市の概況と見通し 

２ 主要指標の現状と見通し 

2）見通し 

新市建設計画の計画期間である令和７年(2025年)までの人口を、平 

成 22年と 27年の国勢調査による男女別年齢別人口をもとに「コーホート

要因法」(注)によって求めました。 

新市の将来人口の推移をみると、平成 17年(2005年)で 39,651人、平 

成 22 年(2010 年)で 39,758 人、平成 27 年(2015 年)で 42,016 人、令和  

２年(2020 年)で 43,988人、令和７年(2025年)で 44,689人となり、増加

傾向となる          ことが予想されます。 

 沖縄県、国と比較すると、新市の平成12年(2000年)から令和７年(2025

年)までの25年間の人口伸び率は14.2%に対し、県は11.4%、国は△3.5%で

●P7 

第１章 序論 

３ 計画作成の方針 

（３）計画の期間 

    本計画の期間は、合併年度及びこれに続く１５年度間（平成３２ 

年度まで）とします。 

 

●P11 

第２章 新市の概況と見通し 

２ 主要指標の現状と見通し 

2）見通し 

新市建設計画の計画期間である平成 32年（2020年）までの人口を、平 

成 17年と 22年の国勢調査による男女別年齢別人口をもとに「コーホート

要因法」(注)によって求めました。 

新市の将来人口の推移をみると、平成 17年(2005年)で 39,651人、平 

成 22年(2010年)で 39,758人、平成 27年 (2015年)で 39,679人、平成 

32年(2020 年)39,330人              となり、     

2010年をピークに減少していくことが予想されます。 

 沖縄県、国と比較すると、新市の平成12年(2000年)から平成32年    

  までの20年間の人口伸び率は0.5%に対し、県は7.3%、国は△2.2%で 
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 改  正  案 現   行 

あり、県の伸び率を上回ることが予想されます。 

 

■将来人口の見通し■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

新市の人口は、平成 22年 8月の南城都市計画区域移行後、定住促進策

の推進や子育て環境等の充実により令和２年 10月末現在44,845人と堅調

な人口の伸びを示しています。今後も各種施策の効果的な実施に努めるこ

とで人口減少を食い止め、さらなる人口の増加を目指します。 

 

●P15 

②年齢別人口 

2)見通し 

新市の年齢別人口をみると、老年人口は平成 17年(2005年)で 7,626人

(19.2％）、平成 22年(2010年)で 8,416人(21.2％）、平成 27年(2015年) 

あり、県の伸び率を下回ることが予想されます。 

 

■将来人口の見通し■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

新市の人口は、平成 22年 8月の南城都市計画区域移行後、定住促進策 

の推進や子育て環境等の充実により平成 26年 10月末現在 42,081人と堅調

な人口の伸びを示しています。今後も各種施策の効果的な実施に努めるこ

とで人口減少を食い止め、さらなる人口の増加を目指します。 

 

●P15 

②年齢別人口 

2)見通し 

新市の年齢別人口をみると、老年人口は平成 17 年(2005 年)で 7,626 人

(19.2％)、平成 22年(2010年)で 8,416人(21.2％)、平成 27年(2015年)で



 

3 

 

 改  正  案 現   行 

で 9,749人(23.2％)、令和２年(2020年)で 11,708人(26.6％)、令和７

年(2025年)で 13,054人と、全体の 29.2％に達し、5人に 1.5人が高齢者

となることが予測されます。 

沖縄県、国の令和７年(2025 年)時点での高齢化率はそれぞれ 24.6％、

30.0％であり、県を上回る水準で高齢化が進展することが予想されます。 

 

■年齢別人口の見通し■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●P17 

（２）世帯数 

②見通し 

核家族の進展や単身世帯の増加に伴い、1世帯あたりの人員は減少が進

み、令和７年(2025年)には 2.4人になることが予測されます。 

9,658人(24.3％)、平成 32年(2020年)で 11,216人          

         と、全体の 28.5％に達し、4 人に 1 人が高齢者と   

なることが予測されます。 

沖縄県、国の平成 32 年(2020 年)時点での高齢化率はそれぞれ 22.9％、

29.1％であり、県を上回る水準で高齢化が進展することが予想されます。 

 

■年齢別人口の見通し■ 

 

 

●P17 

（２）世帯数 

②見通し 

核家族の進展や単身世帯の増加に伴い、1 世帯あたりの人員は減少が進

み、平成 32年(2020年)には 2.5人になることが予測されます。 

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年
(1995) (2000) (2005) (2010) (2015) (2020) (2025)

38,173 39,130 39,651 39,758 42,016 43,988 44,689

年少人口(人) 8,328 7,500 6,709 6,459 7,069 7,697 7,810

( 0～14歳 ) 21.8% 19.2% 16.9% 16.2% 16.8% 17.5% 17.5%

生産年齢人口(人) 24,431 25,278 25,316 24,833 25,198 24,583 23,825

( 15～64歳 ) 64.0% 64.6% 63.9% 62.6% 60.0% 55.9% 53.3%

老齢人口(人) 5,414 6,343 7,626 8,416 9,749 11,708 13,054

( 65歳以上 ) 14.2% 16.2% 19.2% 21.2% 23.2% 26.6% 29.2%

 (注)平成７､12､17､22､27年は国勢調査による現状値

総 人 口（人）

区　分

年

齢

別

人

口



 

4 

 

 改  正  案 現   行 

世帯数の見通しは、総人口と１世帯当たりの人員の見通しから令和７年

(2025年)に 18,600世帯になると予測されます。 

 

■世帯数の見通し■ 

 

 

 

 

 

 

●P19 

（３）就業人口 

②見通し 

平成７年から平成 22年にかけての就業率は、おおむね 43％台前半で推

移しています。 

今後、高齢化が進み、生産人口が減少すれば、就業率は低下することが

想定されておりましたが、合併によって、産業振興や就業の場の確保に努

めた結果、平成 27年の就業率は 44.3％となりました。 

 就業率はおおむね現状のままの 44.3％とすると、就業人口の見通しは、

令和７年(2025 年)で 19,700人と予測されます。 

 

世帯数の見通しは、総人口と１世帯当たりの人員の見通しから平成 32年

(2020年)に 15,700世帯と予測されます。 

 

■世帯数の見通し■ 

 

 

 

 

  

  

●P19 

（３）就業人口 

②見通し 

平成７年から平成 22年にかけての就業率は、おおむね 43％台前半で推移

しています。 

今後、高齢化が進み、生産人口が減少すれば、就業率は低下することが

想定されますが、    合併によって、産業振興や就業の場の確保に努

め、就業率はおおむね現状のままとして 43.5％とします。 

したがって、就業人口の見通しは、平成 32年(2020 年)で 17,100人   

と予測されます。 
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 改  正  案 現   行 

就業人口見通し＝各年総人口見通し×想定就業率(44.3％) 

 

■就業人口の見通し■ 

 

 

 

 

 

 

 

●P39 

第５章 新市の施策 

２ 分野別施策・主要事業 

（１）地域に根ざした活力のある産業のまちづくり 

③活気と求心力のある商工業の振興 

 

【主要事業】 

 

 

 

 

 

就業人口見通し＝各年総人口見通し×想定就業率(43.5％) 

 

■就業人口の見通し■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

●P39 

第５章 新市の施策 

２ 分野別施策・主要事業 

（１）地域に根ざした活力のある産業のまちづくり 

③活気と求心力のある商工業の振興 

 

【主要事業】 
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 改  正  案 現   行 

●P42 

（３）温もりあふれる福寿（健康・福祉）のまちづくり 

③地域一体となった子育て支援の推進 

 

【主要事業】 

 

 

 

 

 

●P46 

（５）安全で安心、快適な暮らしを支える住みよいまちづくり 

①バランスのとれた土地利用の推進 

【主要事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●P42 

（３）温もりあふれる福寿（健康・福祉）のまちづくり 

③地域一体となった子育て支援の推進 

 

【主要事業】 

 

 

 

 

 

●P46 

（５）安全で安心、快適な暮らしを支える住みよいまちづくり 

①バランスのとれた土地利用の推進 

【主要事業】 
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 改  正  案 現   行 

●P52 

３ 新市における県事業の推進 

（１）沖縄県の役割 

沖縄県は、新市の一体性を高めるための事業を推進するとともに、新市

が県南部の拠点都市として、中核的な役割を担う地域となるための支援や

新市建設計画に基づいた新市が実施する事業について、補助金の優先的配

分を行い、重点的な事業実施に努めます。 

                                 

                                 

   

 

●P54～P56 

第７章 財政計画 

 

財政計画は、合併後２０箇年度における新市の財政運営の指針とするた

め、歳入歳出の項目ごとに、過去の実績や社会情勢を勘案しながら推計し

たものです。 

作成にあたっては、健全な財政運営を行なうことを基本とし、現在進め

ている大里幼稚園統廃合全面改築や小中学校などの公共施設の建て替え

をはじめ、       南部東道路建設及び南城市型土地利用計画によ

る効果等を反映させ、新市建設計画に必要な経費、さらに合併特例債の活

用期間の延長     による財政支援措置を勘案しています。 

 

●P52 

３ 新市における県事業の推進 

（１）沖縄県の役割 

沖縄県は、新市の一体性を高めるための事業を推進するとともに、新市

が県南部の拠点都市として、中核的な役割を担う地域となるための支援や

新市建設計画に基づいた新市が実施する事業について、補助金の優先的配

分を行い、重点的な事業実施に努めます。 

また、沖縄県市町村合併支援交付金制度を活用し、合併に伴い発生する

緊急かつ特殊な財政需要について、新市の一体的なまちづくりを支援しま

す。 

 

●P54～P56 

第７章 財政計画 

 

財政計画は、合併後１５箇年度における新市の財政運営の指針とするた

め、歳入歳出の項目ごとに、過去の実績や社会情勢を勘案しながら推計し

たものです。 

作成にあたっては、健全な財政運営を行なうことを基本とし、現在進め

ている              小中学校などの公共施設の建て替え

をはじめ、本庁舎の建築、南部東道路建設及び南城市型土地利用計画によ

る効果等を反映させ、新市建設計画に必要な経費、さらに合併特例債の活

用期間の延長や枠の拡充による財政支援措置を勘案しています。 
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 改  正  案 現   行 

１ 財政計画策定方法 

財政計画の見直しにあたっては、平成１８年度から令和７年度までの 

２０年間について、普通会計ベースで作成しました。 

平成１８年度から令和元年度までは決算額ベースで、令和２年度は  

決算見込額も考慮しながら、令和３年度以降についてはこれまでの実績や

事業実施計画を基に試算しました。基準年度の令和元年度決算      

        を基に、それぞれの項目ごとに条件を設定して推計を行

い、数値を求めていく という方法をとりました。 

 

２ 歳入・歳出についての考え方 

＜歳入について＞ 

① 合併特例債及び沖縄振興特別推進交付金 

合併特例債については、令和７年度までに上限額まで利活用する事 

を前提とし、令和元年度までの事業実績及び今後の事業実施計画に基づ

き推計しました。また、沖縄振興特別推進交付金（一括交付金）は事業

の終了も勘案し推計しました。 

 

② 地方税 

平成１８年度から令和元年度までの決算の推移などを踏まえ、今  

後の経済情勢及び税制度を勘案して推計しました。 

 

 

 

１ 財政計画策定方法 

財政計画の見直しにあたっては、平成１８年度から平成３２年度までの

１５年間について、普通会計ベースで作成しました。 

平成１８年度から平成２５年度までは決算額ベースで、平成２６年度は

決算見込額、平成２７年度以降については市債、投資的経費及び公債費は

事業実施計画を基本に試算、その他の歳入・歳出については、「基準年度の

平成２５年度決算を基に、それぞれの項目ごとに条件を設定して推計を行

い、数値を求めていく」という方法を採りました。 

 

２ 歳入・歳出についての考え方 

＜歳入について＞ 

① 合併特例債及び沖縄振興特別推進交付金 

合併特例債については、平成３２年度までに上限額まで利活用する事

を前提とし、平成２５年度までの事業実績及び  事業実施計画に基づ

き推計した。  また、沖縄振興特別推進交付金（一括交付金）も事業

実施計画に基づき推計しました。 

 

② 地方税 

平成１８年度から平成２５年度までの決算の推移などを踏まえ、今 

後の経済情勢及び税制度を勘案して推計しました。 
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 改  正  案 現   行 

③ 地方交付税 

令和元年度の交付額を基準に、普通交付税の特例（合併算定替） 

が令和２年度まで      逓減することを踏まえ、地方税などの増

収による影響分、将来人口の推移及び地方債（合併特例債含む）償還額

の普通交付税算入措置を加味して推計しました。 

 

⑤ 国庫支出金・県支出金 

令和元年度決算額を基準に、                扶助

費（社会保障）の増加に比例して増額する見込みで推計しました。 

また、投資的経費については、普通建設事業計画に基づき推計しま 

した。 

 

 

＜歳出について＞ 

① 人件費 

定員適正化計画に基づく一般職員の人件費の増額及び会計年度任用

職員制度の導入による見込額を加味して推計しました。 

 

 

② 扶助費 

サービス水準の向上や少子・高齢化の進行及び児童福祉費などが  

増加傾向にあることを勘案して推計しました。 

 

③ 地方交付税 

平成２５年度の交付額を基準に、普通交付税の特例（合併算定替） 

が平成２８年度からの５年間で逓減することを踏まえ、地方税などの増

収による影響分、       及び地方債（合併特例債含む）償還額

の普通交付税算入措置を加味して推計しました。 

 

⑤ 国庫支出金・県支出金 

平成２５年度決算額を基準に、生活保護費や子育て支援費などの扶 

助費（社会保障）の増加に比例して増額する見込みで推計しました。 

また、投資的経費については、普通建設事業計画に基づき推計しま 

した。 

 

 

＜歳出について＞ 

① 人件費 

合併による特別職の減、議会議員定数の改正による減及び定員適正 

化計画に基づく一般職員の減による人件費の削減実績及び見込額を加 

味して推計しました。 

 

② 扶助費 

サービス水準の向上や少子・高齢化の進行及び障害者支援費などが 

増加傾向にあることを勘案して推計しました。 
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 改  正  案 現   行 

③ 公債費 

令和元年度まで発行済み市債の償還計画に基づく元利償還金に、  

令和２年度以降の各年度発行予定の建設事業債（通常分）、合併特例債、

臨時財政対策債の元利償還金を加算して推計しました。 

 

④ 物件費 

行財政改革の実施による削減効果、沖縄振興特別推進交付金事業に関

わる物件費については減少していくものとして推計しました。 

 

⑤  補助費等 

令和元年度補助額を基準として、市の補助金適正化計画を加味して推

計しました。 

 

⑦ 繰出金 

国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業      

  の各特別会計の実績を加味して令和元年度繰出金を基準として推

計しました。 

 

⑧ 投資的経費 

新市建設計画に基づく事業費や普通建設事業費、沖縄振興特別推進交

付金（一括交付金）の終了も見込み、               

  中長期の財政収支及び類似団体の水準を考慮して推計しました。 

③ 公債費 

平成２５年度まで発行済み市債の償還計画に基づく元利償還金に、 

平成２６年度以降の各年度発行予定の建設事業債（通常分）、合併特例債、

臨時財政対策債の元利償還金を加算して推計しました。 

 

④ 物件費 

行財政改革の実施による削減効果として、毎年度１％減で見込んで  

                     推計しました。 

 

⑤ 補助費等 

平成２５年度補助額を基準として、市の補助金適正化計画を加味して

推計しました。 

 

⑦ 繰出金 

国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業及び下水道 

事業の各特別会計の増額を見込んで              推 

計しました。 

 

⑧ 投資的経費 

新市建設計画に基づく事業費や         沖縄振興特別推進

交付金（一括交付金）に係る事業費及び経常的な普通建設事業費を加味

し、中長期の財政収支及び類似団体の水準を考慮して推計しました。 
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 改  正  案 現   行 

 

３ 財政計画表 

歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

３ 財政計画表 

歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 


